
1. 最近の雇用調整の動向
急激な景気の後退を受けて，人

事に関しても人件費や人員数の削

減といったリストラ的な施策が非

常に多くなってきている。過去日

本では，バブル崩壊後に多くの企

業が厳しい雇用調整を行った。こ

のときの雇用調整ブームではこぞ

って，より厳しい人事制度への変

更や人件費単価の切り下げ，人員

削減などのリストラ施策を実施し

た。しかし，初めて本格的な雇用

調整施策を行う企業も多く，うま

く実施できなかった企業が多数見

られた。バブル崩壊によって企業

の収益状況が大幅に悪化したため

に，それまで人件費に抜本的に手

をつけてこなかった企業が，ノウ

ハウがないまま緊急に雇用調整を

しなくてはならなかったためであ

る。この当時の日本企業は50歳代

の団塊の世代社員を多く抱えてお

り，社員の平均年齢が高く，また

必要以上に管理職層が厚い状況で

あったこともあり，「人件費削

減＝中高年削減」という傾向が非

常に強かったと言える。企業が必

要とする人材の構成や人数と，実

態とが大幅に乖離していた企業が

目立ち，特に中高年管理職の余剰

が際立っていたため，50歳以上を

ターゲットとして短期的な削減を

行ったということである。

日本企業の人事は，成長期が長

かったために業績が上昇している

ときに効果のあった仕組みがその

まま温存された。必要な人材を長

く安定的に雇用して組織拡大に対

応させるということや，企業規模

が大きくなると管理職が必要とな

るために成長に備えて多めに管理

職社員を育成するということに強
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